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          本号で公布された条例等のあらまし 
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 北九州市市税条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和４年３月３１日 

北九州市長 北 橋 健 治   

北九州市条例第１１号 

   北九州市市税条例の一部を改正する条例 

 北九州市市税条例（昭和３８年北九州市条例第８５号）の一部を次のように

改正する。 

 付則第９条の２第３項中「附則第１５条第１６項本文」を「附則第１５条第

１５項本文」に改め、同条第４項中「附則第１５条第２３項」を「附則第１５

条第２２項」に改め、同条第５項中「附則第１５条第２４項第１号」を「附則

第１５条第２３項第１号」に改め、同条第６項中「附則第１５条第２４項第２

号」を「附則第１５条第２３項第２号」に改め、同条第７項中「附則第１５条

第２４項第３号」を「附則第１５条第２３項第３号」に改め、同条第８項中「

附則第１５条第２５項第１号」を「附則第１５条第２４項第１号」に改め、同

条第９項中「附則第１５条第２５項第２号」を「附則第１５条第２４項第２号

」に改め、同条第１０項中「附則第１５条第２７項第１号」を「附則第１５条

第２６項第１号」に改め、同条第１１項中「附則第１５条第２７項第２号」を

「附則第１５条第２６項第２号」に改め、同条第１２項中「附則第１５条第２

７項第３号」を「附則第１５条第２６項第３号」に改め、同条第１３項中「附

則第１５条第３０項」を「附則第１５条第２９項」に改め、同条第１４項中「

附則第１５条第３４項」を「附則第１５条第３３項」に改め、同条第１５項中

「附則第１５条第３５項」を「附則第１５条第３４項」に改め、同条第１６項

中「附則第１５条第４２項」を「附則第１５条第３９項」に改め、同条第１７

項中「附則第１５条第４６項」を「附則第１５条第４３項」に改める。 

 付則第９条の３第８項各号列記以外の部分中「熱損失防止改修住宅」を「熱

損失防止改修等住宅」に、「熱損失防止改修専有部分」を「熱損失防止改修等

専有部分」に、「熱損失防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」に改め、

同項第４号から第６号までの規定中「熱損失防止改修工事」を「熱損失防止改

修工事等」に改め、同条第１０項各号列記以外の部分中「特定熱損失防止改修

住宅」を「特定熱損失防止改修等住宅」に、「特定熱損失防止改修住宅専有部

分」を「特定熱損失防止改修等住宅専有部分」に、「熱損失防止改修工事」を

「熱損失防止改修工事等」に改め、同項第４号から第６号までの規定中「熱損

失防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」に改める。 

 付則第１１条第１項中「１００分の５」の次に「（商業地等に係る令和４年

度分の固定資産税にあっては、１００分の２．５）」を加える。 
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付則第１８条第１項中「１００分の５」の次に「（商業地等に係る令和４年

度分の都市計画税にあっては、１００分の２．５）」を加える。 

付則第２０条中「第１５項から第１９項まで、第２１項、第２２項、第２６

項、第２９項、第３３項から第３５項まで、第３７項から第３９項まで、第４

２項若しくは第４３項」を「第１４項から第１８項まで、第２０項、第２１項

、第２５項、第２８項、第３２項から第３６項まで、第３９項若しくは第４０

項」に改める。 

   付 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、改正後の北九州市市税条例（以下「新

条例」という。）の規定中固定資産税に関する部分は、令和４年度以後の年

度分の固定資産税について適用し、令和３年度分までの固定資産税について

は、なお従前の例による。 

第３条 平成２０年４月１日から令和４年３月３１日までの間に地方税法等の

一部を改正する法律（令和４年法律第１号）第１条の規定による改正前の地

方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「旧法」という。）附則第１５条

の９第９項に規定する熱損失防止改修工事（以下「熱損失防止改修工事」と

いう。）が行われた同項に規定する熱損失防止改修住宅に対して課する固定

資産税については、なお従前の例による。 

第４条 平成２０年４月１日から令和４年３月３１日までの間に熱損失防止改

修工事が行われた旧法附則第１５条の９第１０項に規定する熱損失防止改修

専有部分に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

第５条 平成２９年４月１日から令和４年３月３１日までの間に熱損失防止改

修工事が行われた旧法附則第１５条の９の２第４項に規定する特定熱損失防

止改修住宅に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

第６条 平成２９年４月１日から令和４年３月３１日までの間に熱損失防止改

修工事が行われた旧法附則第１５条の９の２第５項に規定する特定熱損失防

止改修住宅専有部分に対して課する固定資産税については、なお従前の例に

よる。 

（都市計画税に関する経過措置） 

第７条 新条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和４年度以後の年度分

の都市計画税について適用し、令和３年度分までの都市計画税については、

なお従前の例による。 
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北九州市消防団員等公務災害補償条例施行規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。

  令和４年３月３１日

北九州市長 北 橋 健 治  

北九州市規則第２２号 

北九州市消防団員等公務災害補償条例施行規則の一部を改正する 

規則 

北九州市消防団員等公務災害補償条例施行規則（昭和４４年北九州市規則第

６号）の一部を次のように改正する。 

 別表第４の常時介護を要する状態の（２）の項中「７万３，０９０円」を「

７万５，２９０円」に改め、同表の随時介護を要する状態の（２）の項中「３

万６，５００円」を「３万７，６００円」に改める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別表第４の規定は、この規則の施行の日以後の期間に係る介護補

償の額について適用し、同日前の期間に係る介護補償の額については、なお

従前の例による。
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 北九州市市税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和４年３月３１日 

北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市規則第２３号 

   北九州市市税条例施行規則の一部を改正する規則 

 北九州市市税条例施行規則（昭和３９年北九州市規則第５８号）の一部を次

のように改正する。 

第１７号様式（表）中 

a

改める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第１７号様式（表）の規定は、この規則の施行の日（以下「施行

日」という。）以後に終了する事業年度分の法人の市民税及び施行日以後に

終了する連結事業年度（所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第

８号）第３条の規定（同法附則第１条第５号ロに掲げる改正規定に限る。）

による改正前の法人税法（昭和４０年法律第３４号）第１５条の２第１項に

規定する連結事業年度をいう。以下同じ。）分の法人の市民税について適用

し、施行日前に終了した事業年度分の法人の市民税及び施行日前に終了した

連結事業年度分の法人の市民税については、なお従前の例による。 

」 」 

「 

を に 

「 
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北九州市告示第１５９号

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年

法律第１２３号）第４６条第２項の規定による指定障害福祉サービス事業の廃

止の届出があったので、同法第５１条第２号の規定により次のとおり告示する。

令和４年４月５日

北九州市長 北 橋 健 治

１ 指定事業者に関する事項

指定障害福祉サービス事業者（同行援護） 

事業所又は施設

の名称及び所在

地 

事業者又は施設の設置者

の名称、代表者名及び主

たる事務所の所在地 

事業の主た

る対象者 

事業所番号 

ヘルパーステー

ションドローム

母原 

北九州市小倉南

区大字母原７７

７番地 

株式会社華巖 

代表取締役 華山龍次 

北九州市小倉南区大字母

原７７７番地 

身体障害者 4017700941  

２ 廃止年月日 

 平成３０年３月３１日 
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北九州市告示第１６１号 

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第５８条の２の規定によ

り、下記の特定子ども・子育て支援施設等の確認を行ったので、同法第５８条

の１１第１号の規定により、次のとおり告示する。 

令和４年４月５日 

北九州市長 北 橋 健 治   

施設等の名称 種類 所在地 事業者の名称 確認年月日 

ルンビニー保

育園 

一時預

かり事

業 

北九州市門司区

大積８３７番地 

社会福祉法人

如心会 

令和４年３

月２８日 

リアンはなお

保育園 

一時預

かり事

業 

北九州市八幡東

区祇園一丁目５

番１号 

社会福祉法人

真祐会 

令和４年４

月１日 

ＩＣＨＩＧＯ 一時預

かり事

業 

北九州市八幡西

区里中二丁目１

７番４号 

社会福祉法人

薫風会 

令和４年３

月２８日 

ＳＡＫＵＲＡ

ＮＢＯ 

一時預

かり事

業 

北九州市八幡西

区大字本城３３

８３番地１ 

社会福祉法人

薫風会 

令和４年４

月１日 

てんらいじほ

いくえん 

一時預

かり事

業 

北九州市戸畑区

菅原一丁目５番

７号 

社会福祉法人

いわき福祉会 

令和４年３

月２８日 
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北九州市公告第２０３号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次 

の開発行為に関する工事が完了したことを公告する。 

  令和４年４月５日 

北九州市長 北 橋 健 治   

開発区域又は工区に含まれる地域の

名称 
開発行為者 

北九州市八幡西区上上津役二丁目８

２２番４、８２７番１、８２７番２

、８２８番１、８２８番２及び無番

のうち 

福岡市博多区吉塚三丁目７番２７

号 

松岡孝一 

松岡幸子 
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